
紀の川市創業支援補助金交付要綱 

 

平成３０年３月３０日 

告示第４６号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、市内での創業を促進し、市内の商工業の振興と地域経済の活性化

を図ることを目的として、市内で新たに創業する者に対し、その創業に要する経費に

ついて予算の範囲内において補助金を交付することに関し、紀の川市補助金等交付規

則（平成１７年紀の川市規則第４１号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

（１）創業 次のいずれかに該当する場合をいう。 

ア 事業を営んでいない個人が、所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２２９条

に規定する開業等の届出（以下「開業届」という。）により、新たに事業を開始

する場合 

イ 事業を営んでいない個人が新たに法人を設立し、事業を開始する場合 

（２）創業の日 前号に掲げる開業届に記載の開業の日又は商業・法人登記の申請日を

いう。 

（３）事業所等 サービス、商品等の生産・販売等を目的として設置され、営業時間中

は常に有人である建物をいう。 

（４）店頭販売等 事業主又は従業員が、消費者に対し直接商品の販売又はサービスの

提供を行う販売形態をいう。 

（５）小売業 統計法（平成１９年法律第５３条）に規定する統計基準である日本標準

産業分類（以下「日本標準産業分類」という。）の大分類Ⅰに属する小売業をい

う。 

（６）サービス業 日本標準産業分類の大分類ＧからＲに属する業種をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号の

いずれにも該当する者とする。 

（１）市内に住所を有し、市内で事業を興す者であること。ただし、市長が、特別の事

由があると認める場合は、この限りでない。 

（２）市内において補助金の申請年度内に創業し、次条第１項の経費の支払いの完了を

予定している者 

（３）市税（国民健康保険税を含む。）を滞納していない者 



（４）商工労働課が配信する情報配信メール等を受信する者 

（５）市内に事業所等を設置する者 

（６）小売業及びサービス業を興す者にあっては、店頭販売等における売上高が総売上

高の１００分の３０以上を占めること。ただし、事業の内容、社会情勢等により困

難である場合については、この限りでない。 

（７）創業した後において、中小企業信用保険法（昭和２５年法律第２６４号）第２条

第１項第１号若しくは第２号又は同条第３項第１号若しくは第２号に規定する業種

のうち、市長が補助対象業種として適当と認める業種を営んでいる者 

（８）創業の日の属する年度の翌年度から起算して３年以上、市内で事業を継続する者 

（９）紀の川市創業支援事業計画に定める特定創業支援事業を受けた者のうち適切な事

業計画を有していると商工会が認めたもの 

（１０）この告示に基づく補助金の交付を受けていない個人 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事業を営む者は補助金の交付対象としない。 

（１）宗教活動又は政治活動を目的とした事業を開始する者 

（２）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号 

）の規定による許可又は届出を要する事業を開始する者 

（３）他の者が行っていた事業を継承して行う事業を開始する者 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）に規 

定する暴力団に関係する者 

（５）その他市長が適正でないと認める者 

 （補助対象経費及び補助金額） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下、「補助対象経費」という。）は、創業

に係る経費のうち別表に掲げるものとする。ただし、補助対象経費は、消費税及び地

方消費税額を除くものとし、国、県又は他の団体の補助金の交付を受けている経費は

対象外とする。 

２ 補助金の額は、補助対象経費の合計額に２分の１を乗じて得た額（１，０００円未

満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とし、５０万円を限度とする。ただ

し、申請者が創業の日において４５歳以下であり、かつ、事業内容が次に掲げる事業

に該当する場合は、７５万円を限度とする。 

（１）子育て・教育に関する事業 

（２）紀の川市産農産物・観光資源を活用する事業 

（３）買い物環境の向上に資する事業 

 （補助事業の実施期間） 

第４条の２ 補助対象経費は、交付決定日から当該日の属する年度の末日までに支払を

完了しなければならない。 

（補助金の交付申請） 



第５条 補助金の交付を受けようとする者は、紀の川市創業支援補助金交付申請書（様

式第１号。以下「申請書」という。）及び紀の川市創業支援事業計画書（様式第２号

）に添付書類を添えて、創業の日までに市長に申請しなければならない。 

（交付の決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査し、

補助金の交付の可否を決定したときは、紀の川市創業支援補助金交付決定通知書（様

式第３号）又は紀の川市創業支援補助金不交付決定通知書（様式第４号）により申請

者に通知するものとする。 

（申請事項の変更及び承認） 

第７条 前条により補助金の交付決定の通知を受けた者（以下「交付決定者」という。

）はその申請事項について変更が生じた場合は、速やかに紀の川市創業支援補助金変

更申請書（様式第５号）に申請書の添付書類のうち当該変更に係る書類を添えて市長

に提出し、承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、紀の川市創業支

援補助金変更承認通知書（様式第６号）又は紀の川市創業支援補助金変更不承認通知

書（様式第７号）により交付決定者に通知するものとする。 

（実績の報告） 

第８条 交付決定者は、補助金に係る事業が完了したときは、速やかに紀の川市創業支

援補助金実績報告書（様式第８号）に添付書類を添えて、市長に報告しなければなら

ない。 

（確定の通知） 

第９条 市長は、前条の規定による報告があったときは、その内容を審査し、適当であ

ると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、紀の川市創業支援補助金確定通

知書（様式第９号）により報告をした交付決定者に通知するものとする。 

（交付の請求） 

第１０条 前条の規定による通知を受けた交付決定者は、速やかに紀の川市創業支援補

助金交付請求書（様式第１０号）を市長に提出しなければならない。 

（交付決定の取消し） 

第１１条 市長は、補助事業者等が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金等の

交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）補助金を他の用途に使用したとき。 

（３）法令又はこの告示に違反したとき。 

（補助金の返還） 

第１２条 市長は、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消した場合において、当

該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、その返還を命ずる



ことができる。 

（財産の管理） 

第１３条 交付決定者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産につい

ては、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金の

交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。 

（事業状況報告） 

第１４条 交付決定者は、事業が完了した年度の翌年度から３年間、毎年度の事業計画

の実施状況について、紀の川市創業支援補助金事業状況報告書（様式第１１号）によ

り市長に報告しなければならない。 

２ 市長は、補助金の予算の執行の適正を期するため、必要があるときは、当該交付決

定者に対し、この告示に定める書類のほか、必要な書類の提出を求めることができ

る。 

（その他） 

第１６条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

 (施行期日) 

１ この告示は、平成３０年４月１日から施行する。 

 (失効期日) 

２ この告示は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この告示の失 

効後においても、第１２条から第１４条までの規定は、なおその効力を有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表１（第４条関係） 

 補助対象経費 内容 

 店舗等の取得費および借入費 家賃等 

※敷金、礼金、保証金、管理費、共益費その他こ

れらに類する費用を除く。 

 店舗等改修費 店舗等の改修・修繕に要する経費 

 設備費 業務に必要な機器・備品等 

※車両等汎用性の高いもの・消耗品は対象外 

 広報費 ホームページ・チラシ等の作成費用、新聞・雑誌

等への掲載費用等 

 


